
【論点３】
使用料の水準と対象経費、積立金のあり方

資料４



【参考１ 公営企業の経営に当たっての留意事項について（H26.8.29）】
第三 公営企業の経営に係る事業別留意事項
四 下水道事業
（１）⑦ 下水道事業における使用料回収対象経費に対する地方財政措置については、最低限行うべき経営努力として、全事業平均水洗化率及び使用料徴収月3,000円/20㎥を前提と
して行われていることに留意すること。

使用料の水準と対象経費、積立金のあり方

○ 使用料について、平成18年以降、地財措置の前提とする水準を3,000円／20㎥に設定（「公営企業の経営に当たっての留意事項に
ついて」（H26.8.29公営企業課長等通知））し据え置いてきたが、全国平均はこれを上回ったこと、参考比較してきた水道料金等も上昇
していること、消費税増税、所要経費の増加等の環境変化があることを踏まえ、見直しが必要ではないか。

○ その場合の水準について、全国平均や物価変動などの客観的状況に機械的に連動させる手法なども考えられるのではないか。
（参考：下水道の高資本費対策は料金が3,000円以上であることを要件とするが、水道の高料金対策は料金が全国平均以上であることを要件化（H31改正））

○ 使用料について、人口密度が大きく財政力が高い自治体は千円代が多く、人口密度が小さく財政力が弱い自治体は４千円以上が
多い現状であるが、地方財政措置等について、財源調整や財源保障等の観点からどのように考えるか。

○ 今後の改築費の増加や人口減少等を踏まえ、経費回収率が１００％に近い事業は、水道事業、ガス・電気事業等と同様に、将来の
改築費の財源となる資産維持費を見込んだ使用料設定が必要ではないか。その上で、これを財源とした積立金を将来の改築費用に
充当することを促す仕組みとすべきではないか。
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【参考２ 水道料金・下水道使用料推移】

繰出基準による高資本費部分
（有収水量１㎥当たり資本費の

全国平均２倍超）

料金回収部分
（有収水量１㎥当たり資本費の全国平均２倍まで）

資本費（減価償却費等）

【参考３ 上水道事業の高料金対策のスキーム図】

【参考４ 使用料水準の分布】

８割を交付税措置
※料金が全国平均以上であることが要件 1



○資産維持費の算入について
平成29年3月、「下水道使用料算定の基本的考え方」

（日本下水道協会発行）が改訂され、下水道の使用料
対象経費に資産維持費を位置づけることとされた。

→ 国土交通省、総務省の各事務連絡において、この資
産維持費を使用料対象経費に位置づけることを通知

○下水道事業における資産維持費とは、「将来の更新
需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化
（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合、使
用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資
本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用
（増大分に係るもの）として、適正かつ効率的、効果的な
中長期の改築（更新）計画に基づいて算定するもの」

○ 資産維持費の計算方法 ： 対象資産×資産維持率（３％を標準）
（「水道料金算定要領」）

○ 水道事業者のうち、41.5％が資産維持費を算入

資産維持費相当額を
算入しているか
算入している 527 41.5%
算入していない 742 58.5%

回答事業者数
(N=1,269)

厚生労働省・総務省・（公社）日本水道協会アンケート調査結果（平成29年4月）

【参考７ 上水道・下水道の積立金の状況】【参考５ 下水道事業における資産維持費】

【参考６ 水道事業における資産維持費】
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